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２０１８年９月定例会個人質問 
（青木ともこ議員） 

２０１８年９月２１日 

１．公立保育所における保育士の労働実態把握について 

保護者たちから慢性的な保育士不足を心配する声 

【青木議員】 

全国的な保育士不足が深刻となるなか、本市の現場でも、保育士確保が大きな課題となっていま 

す。現在、公立保育所では、フルタイムの臨時保育士が、９月１日で５９人、パートの嘱託職員は 127

人が不足しています。このため、待機児童対策の定員超過受け入れの体制が取れず、保育士が足り

ている他の園から職員を借りてくるというケースや、本来フリーとして欠員補助にあたるはずの予備保

育士ひとりで超過受け入れをこなすというケース、また、園全体で欠員をカバーするために、園長が給

食を作るという事態も起こっています。 

そんななか、慢性的な人手不足を心配する声が保護者たちからあがり始めています。親同士のライ

ンで「産休代替の先生がいつまで経っても発表されない」と話題になったり、また、ある保護者からは

「こんなギリギリの状態で、事故ひとつ起こさず、子どもたちをしっかり見てくれているのには本当に驚き

感謝します。だけど、そこに頼るだけで私たちは安心出来ません。名古屋市にはなんとかしてもらいた

い」そんな声が聞かれます。 

保育士不足が生じる背景に、子どもたちの命と安全をあずかるという職責に、賃金が見合っていな

いということ、過重な労働による家庭との両立の困難さなどが、保育士のなり手不足を招いていると指

摘されますが、この事を裏づける実態調査があります。 

研究者が中心となった「あいち保育労働実態調査プロジェクト」が、今年３月初め、市内の公・民認

可保育所の正規職員を対象にした調査結果を発表しました。全職員の約 4 割に当たる 2660 人が回

答したもので、公立園では 76.5％が回答し、これだけ大規模な調査は全国初となり、メディアも大きく

取りあげ注目されています。 

調査結果は、保育士の時間外労働は月平均 16.6 時間。うち 13 時間がいわゆる「サービス残業」で、

残業 40時間以上は１割近く、過労死ラインをはるかに超える 135時間という回答もあります。「持ち帰り

仕事をしている」は約８割にものぼり、賃金への不満は 62.4％で若い層に目立ち、理由は「仕事に見

合わない」「他の産業に比べ低い」「残業代が支払われない」。その一方、「仕事へのやりがい」は

95.7％という高さにも関わらず、「仕事を継続したい」は 50％、「迷っている」24.2％と、やりがいが継続

意欲に必ずしも結びつかないという結果となりました。 

そこで、子ども青少年局長にうかがいます。この調査結果をどのように受けとめておられますか。また、 

本市も独自にこのような保育士の労働実態調査を行い、課題解決に向けた取り組みに活かすことが

必要と考えます。まずは、公立保育所を対象に実施すべきではありませんか。見解をお聞かせくださ

い。 

サービス残業をなくすために、「カードリーダー」による出退勤管理の検討を 

「子どもたちがいる時間はすべて子どもたちに向き合う」のが、保育士のみなさんの１日です。しかし、

クラス便りや週案と月案の作成、保育準備に行事準備と、保育指針に定められた業務を、子どもたち

と向き合いながら時間内にやり切るのはとても困難で、多くの保育士が休憩や休暇制度を返上し、時

間外にも業務をこなし、それでも終わらなければ「持ち帰り仕事」をせざるをえないのが現状です。業

務量に見合った人員配置へ、抜本的な改善が必要です。本市は、この事態を受けて、公立保育所に

対し超過勤務の申請をうながすなど、「サービス残業」や「持ち帰り仕事」をなくしていくよう、働きかけ
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ていますが、状況の改善をめざすなら、まずは保育士の勤務実態を把握することが必要です。本市の

公立保育所では、本庁や区役所に見られるような「カードリーダー」による出退勤管理が行われていま

せん。「いつ出勤して、いつ帰ったのか」、客観的に勤務実態を把握したうえで、業務量に見合った人

員配置の見直しなど、改善策を検討して頂きたい。そこで子ども青少年局長に提案いたします。 

本市の公立保育所において「カードリーダー」による出退勤管理を早期に検討するお考えはありま  

せんか。お答えください。 

出退勤時間の管理など労務管理を適正に行うことは重要と認識（子ども青少年局長） 

【子ども青少年局長】 

ご指摘の保育所の労働実態調査につきましては、大学の研究者を中心とした調査プロジェクトが行

った任意のアンケート調査であり、保育職場における勤務状況や時間外労働、保育業務の困難性に

ついてまとめられたものと承知しております。 

公立保育所における業務の実態につきましては、園長はじめ職員からの意見や要望を聞くなかで

把握しているところであり、今後とも労働実態の把握に努めてまいりたいと考えております。 

次に、カードリーダーを利用した出退勤管理のお尋ねをいただきましたが、現在、公立保育所にお

きましては、園長が管理者として、帳簿等を利用して勤務時間の把握、管理を行っているところでござ

います。 

出退勤時間の管理をはじめとした労務管理を適正に行うことは重要なことと認識しておりまして、園

長が職員に声かけするなど職場全体での意識付けに注意を払っているところでございます。今後とも

適正な労務管理に努めてまいりたいと考えております。 

保育職場の疲弊は保育の質の低下につながる 

【青木議員】  

子ども青少年局長に再質問いたします。 

「あいち労働実態調査」については民間の調査であり、本市は園長はじめ職員から意見や要望を

聴いて実態把握に努めているとのお答えでしたが、そのようななかで、「プロジェクト」の調査には、保

育職場の疲弊をありありと示す結果が出たわけです。民間の調査だと看過できる状況ではないという

問題意識はおありでしょうか。 

教育委員会は、2011 年より、小中学校などの教員を対象に勤務実態に関するアンケートを２回実

施し、調査結果を活かした多忙化対策などに取り組み、今後も調査を継続していくとのことです。教員

も保育士も等しく、子どもたちと向き合う仕事をしています。保育士が調査の対象にならない理由はな

いはずです。 

保育職場の疲弊は保育の質の低下につながりかねません。「本市の責任で、保育士の労働実態を

つかむ」、その本気を示すべきではありませんか。調査の実施を再度求めます。 

参考とするべき点があるか研究してまいりたい（子ども青少年局長） 

【子ども青少年局長】 

ご指摘の教育委員会が実施した「教員の勤務実態に関するアンケート」につきましては、教員の勤

務状況及び多忙感についての実態把握等を目的として、平成 23 年度及び平成２８年度に実施され

たものと聞いております。 

まずは調査内容を確認し、公立保育所における保育士の労働実態の把握に参考とするべき点が

あるか研究してまいりたいと考えております。 
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手厚い市の保育士待遇。反する結果が実態調査に 

【青木議員】 

「教員のアンケートを参考に出来るか研究したい」とのお答えでした。このアンケートは、教員の多忙

化を解消し、子どもたちにより良い教育をと願って、役立てるための労働実態調査だと理解しています。

より良い保育をめざすなら、保育士に対しても、同様の調査が必要です。カードリーダーによる勤務実

態把握の導入と合わせて、引き続き要望してまいります。 

名古屋市は、国の保育士配置基準を上回り、民間保育士に対しても、公私間格差是正の民調費

という市独自の制度があり、他都市に比べて条件が良いと言われますが、先のプロジェクトの実態調

査の結果は、その見通しに反するものでした。この実情にどうか向き合ってください。そして、国の低す

ぎる保育士配置基準、抜本的な拡充が必要ですが、自治体として出来ることに力を尽くしてくださいま

すことをお願いします。 

 

2．本市付近に推定される断層への認識について 

名古屋都心部の推定断層とリニアルートが交差のおそれ 

【青木議員】 

断層が引き起こす地震は、熊本、大阪北部、北海道胆振東部と、各地で甚大な被害をもたらして

います。現在、確認されているだけでも 2000 本以上の断層が全国に存在するといわれますが、各地

の地震災害には、これまで見つかっていなかった断層が引き起こしたとされる事例が相次いで報告さ

れ、「未知の断層」への警戒が高まっています。 

2016 年４月発生の熊本地震が、活断層によるものと評価されたことを受け、本市付近に推定される

断層、いわゆる「堀川・尼ケ坂断層」などの調査が行われました。こちらのパネルをご覧ください。本市

が過去の調査研究にもとづき推定断層の位置を赤い線で示し、公表したものです。防災危機管理局

は、同年１２月、推定断層について「地表に撓曲（たわみ）が確認されており、これを生じさせる断層の

可能性は否定できない」との調査結果を公表。対策を講じる必要があるとして、現在、国に詳細な調

査を求めています。名古屋の都心部を南北に縦断するといわれる断層、「もしものことがあれば」、その

影響を考えると、一刻も早い解明が急がれます。 

そして、もうひとつの問題として、今回取りあげたいのは、この推定断層にリニアが交差するかもしれ

ないということです。このパネルの図に、JR 東海が公表しているリニアのルートを黄色で示して重ねると、

このようになります。 

ＪＲ東海が 2027 年の名古屋開業をめざすリニアについて、私は繰り返し取りあげてきましたが、2015

年６月の本会議では、南アルプスの中央構造線など、日本第１級の活断層を通過するリニアの危険

性について、多くの専門家が警戒していることを指摘しました。危機管理の視点から大いに問題があ

るリニアですが、事業のあり方についても、ここで一言触れます。 

ビジネス雑誌の大手「日経ビジネス」8 月 20 日号は、「リニア新幹線 夢か、悪夢か」と題して、リニア

を大々的に特集しました。見出しには、「陸のコンコルド」「談合が生まれる構図」「第３の森加計問題」

など、多面的にリニア事業の実態に切り込み、注目されました。 

何かと疑問が広がるリニアですが、話を戻しますと、本市には、「堀川・尼ケ坂」の解明を急ぐととも

に、リニア事業の安全性にも、関係自治体として、危機管理の視点で注視していく責任があると考えま

す。 

この問題には、リニア沿線住民の関心が高く、各地の工事説明会や公聴会で質問が相次ぎました。

JR 東海の回答は、「断層については自社の調査で問題はないと判断している」というものでした。 

そこで防災危機管理局長にお尋ねします。 



4 
 

本市付近に推定される断層の調査結果に照らして、「自社の調査で問題はない」という JR 東海の

回答をどう受け止めておられますか。見解をお聞かせください。 

ＪＲ東海の調査は参考になるが、国の専門的調査必要 

【防災危機管理局長】 

本市付近に推定されている断層は、平成２８年度に本市が専門家とともに行った調査結果におい

て、「明確な地層の変位は確認されなかったが、地表をたわませるような断層の可能性は否定できな

い」とされた一方、「断層の有無を明らかにするためには、国による詳細な調査が必要」とされたところ

です。 

鉄道事業者が実施した調査は、リニア中央新幹線の事業区域を対象にしたものであり、本市の調

査区域とは異なりますが、所定の手続きや指針に基づいて、ボーリング調査等を実施した上で、推定

されている断層は事業区域周辺には達していないと判断されたものです。 

本市としましては、この調査結果は、本市付近に推定されている断層について知見を高める上で参

考になるものと考えていますが、一方で、断層の有無を明らかにすることは、専門性が高く、技術的知

見を要することから、まずは国において断層の評価を実施するよう、働きかけを行っていくことが重要

であると認識しています。 

「未知の断層」解明に、国へ一層強い働きかけを 

【青木議員】 

防災危機管理局長には、再質問いたします。 

JR 東海が実施した調査の結果は参考になるが、断層の有無を明らかにするには、高い専門性と技

術的知見を要するので、国の評価が必要とのお答えでした。私は、堀川・尼ケ坂断層の調査研究に

関わる、専門家の方に直接うかがいましたが、JR 東海の見解はひとつの説としても、あらゆる可能性を

追求する立場で見れば、十分な調査とは言えず、やはり国による専門的な調査が必要との見解でし

た。そこで、おたずねします。 

本市は 2016 年 12 月に推定断層の調査結果を発表して以降、国に対し断層の評価を要望してき

たわけですが、すでに２年近くが経過しています。国はどのように回答しているのでしょうか。この間に

も、「未知の断層」が関わるとされる地震災害が相次いでいます。堀川・尼ケ坂断層の可能性に、解明

が急がれます。本市としては、国に対し、一層強く求めていくべきではありませんか。見解を求めます。 

強く働きかけてまいりたい（防災危機管理局長） 

【防災危機管理局長】 

国におきましては、平成２４年度より、全国をエリアに分けて評価を行う「地域評価」を順次実施して

おり、九州、関東、中国及び四国地域の評価を終え、現在、中日本地域に係る評価に着手していると

聞いております。 

本市としましては、引き続き、国において本市付近に推定されている断層の評価を実施するよう、強

く働きかけを行ってまいりたいと考えております。 

１日も早く調査が進むことを期待（青木議員） 

【青木議員】 

防災危機管理局長から「国に強く働きかけていく」との決意をお聴きしました。１日も早く調査が進

むことを期待します。そして、リニアについては、事業の安全性を注視して頂き、必要に応じて、防災

危機管理の立場から意見を述べてくださいますことをお願いいたします。 
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３．名古屋駅バスターミナルの暑さ対策について 

市政アンケートに苦情が続々 

【青木議員】 

いま共産党市議団が取り組んでいる市政アンケートに、次のような声が続々届いています。 

「名古屋駅バスターミナルの冷房設置をお願いします。サウナ状態です」「名駅バスターミナルの空

調の向上を考えていただきたい。とりあえず夏の期間だけでも。高齢の方、体の不自由な方は長い時

間不快な中で待っておられます」「冬はまだ防寒してガマンできますが、夏の暑さは耐えがたい！河村

市長も一度真夏に歩いてみてほしい！」等など、ここでは紹介しきれませんが、どれも大変な状況が伝

わってくる声ばかりです。また、８月８日付、中日新聞夕刊の投書欄にも、同様にバスターミナルの暑さ

対策を求める声が届いています。 

昨年４月、名古屋駅 ＪＲゲートタワーとＪＰタワー名古屋の１階にオープンした市バスターミナルは、

全２１系統、１日約 820 本が発車し、訪日観光客もあわせ、約１万３千人の利用がありますが、広い構

内には冷房も空調設備もありません。私も時々利用しますが、夏には熱気がこもり相当な暑さです。 

私は、昨年夏に「名古屋駅バスターミナルの暑さをなんとかしてほしい」と、近隣の方からご相談を

受けて以来、交通局に対応を求めて来ましたが、状況は、暑さ対策が必要と認識しているものの、冷

房などを設置するには、バスターミナルの立地がビルとビルをまたがる「半屋外」という構造上の課題を

どうするか、関係事業者と協議中とのことです。今年の夏は「命に関わる」猛暑でした。今後も同じよう

な状況が続かないとも限りません。 

そこで交通局長におたずねします。９月に入っても、日中は３０度前後の厳しい残暑が続いていま

す。バスターミナルの空調設置には構造上の課題があるのは理解出来ますが、たとえば、スポットクー

ラーの設置など、なんらかの暑さ対策がいま必要と考えますがいかがでしょうか。 

バスターミナル事業者と協議し、検討（交通局長） 

【交通局長】 

名古屋駅バスターミナルは、ＪＲゲートタワーとＪＰタワー名古屋の２つのビルの１階にまたがる形で整

備され、２つのビルの間には外気とつながっている大きな開口部があるため、空調の効果が十分得ら

れないことから、空調設備は設置されていません。 

しかしながら、バスターミナルを利用するおい客様から、夏の暑さについてご意見をいただいたこと

から、バスターミナル事業者と協議し、昨年８月から非常扉の一部を開放するとともに、本年７月には、

密閉の明かり取りとしてのガラス窓を、風を通すことができる窓枠に取り換え、外気が流れるような対策

を講じています。 

名古屋駅バスターミナルの暑さ対策については、お客様の声を踏まえながら、今後ともバスターミナ

ル事業者と協議し、検討してまいります。 

市長もバスターミナルを歩いて暑さを実感し、暑さ対策に尽力を 

【青木議員】 

名古屋駅バスターミナルについて意見と要望を述べます。昨年夏から今年にかけて、構内の風通

しが良くなるよう様々な工夫をして頂きましたが、今年７月の猛暑は予想を越えました。バスターミナル

の構造の問題、悩ましいのも十分理解できますが、関係者との協議に鋭意取り組んで頂きながら、ス

ポットクーラーなどの応急設置もひとつの方策として検討をお願いします。 

そして、河村市長にも要望いたしますが、私どものアンケートに、「市長も一度バスターミナルを歩い

てほしい」との声が届いています。今週末の予想最高気温は３０度を超えるようですので、市長も現地

を一度歩いて頂き、名古屋の玄関口、市バスターミナルの暑さ対策に力を注いでくださいますようお

願いしまして質問を終わります。 


